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　昨年度は、地政学リスク等を背景とした物流コストの上昇や原材料高に加え、米
国金利の上昇等を受けた急速な円安の進展、物価の上昇など、不確実性の高い経
済環境下にありました。
　一方、国内においては、新型コロナウイルスの感染症法上の位置づけについて
「５類」への移行など、経済活動との両立が徐々に進み、個人消費は緩やかながらも
増加傾向をたどりました。
　地元大阪では２０２５年の大阪・関西万博開催に向けた取り組みが進み、ＳＤＧｓ目
標達成への貢献とＳｏｃｉｅｔｙ５．０の実現に向けた経済効果や地元中小企業の技術
力の発信機会への期待が一段と高まりつつあります。
　金融サービス面では、昨秋に手形・小切手の電子交換所が設立され、手形等の交
換業務がデジタル化されたほか、個人間少額送金サービスもスタートしました。
　今年度はインボイス制度や電子帳簿保存法などの施行により、中小企業におい
ても、金融をはじめとした幅広い業務のデジタル化がより身近なものになりつつあ
ります。
　中小企業金融では、コロナ支援融資等で企業の資金繰りは安定していたもの
の、今後は返済負担と、原材料高やエネルギー価格の上昇、人手不足等による賃金
上昇などが輻輳し、企業業績の厳しさが増すと考えられます。　
　そのため、金融機関業務においては、これらの課題を解決するため、お取引先の
支援メニューを充実させるとともに、その根幹となる人材育成にさらに注力し、コン
サルティング機能を一層強化する必要があります。

　令和４年度は、中期経営計画「Smart Shinkin 2022」の最終年度として、本計
画が目指す「地域密着による課題解決No.1」の信用金庫の実現に向け、全役職員
が一丸となって、スピード感を持って取り組みました。
　お客さまの課題解決に向けた支援メニューを充実させ、コロナ禍の資金繰り伴
走支援、Ｍ＆Ａや事業承継支援、ＩＣＴコンサルティングチームや法人ポータルサイト
「ケイエール」を通じたＤＸ化支援を推進し、お取引先企業の課題解決、生産性向上
に努めました。
　また、個人のお客さまに向けてはシニア・トラストアドバイザーを新設し、お客さ
まの資産形成および相続対策態勢の充実を図りました。
　さらに金庫内の業務効率化に向け、ＷＥＢ会議システムの導入や、ＡＩを活用した
マーケティングの高度化等を進め、生産性向上に向けた取り組みを推進しました。
　あわせて、お客さまを守る取り組みとして、マネー・ローンダリングや特殊詐欺な
どの金融犯罪防止、サイバーセキュリティ対策の強化を図り、内部管理態勢の充実
に努めました。

　

　当金庫は、信用金庫法第３６条第５項第５号および信用金庫法施行規則第２３条
の規定に基づき、理事会で決議した以下の「内部統制システム構築の基本方針」に
則って、継続的に内部統制システムの実効性確保に努めました。
①当金庫の理事および職員の職務の執行が法令および定款に適合することを確
保するための体制
②当金庫の理事の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
③当金庫の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
④当金庫の理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
⑤次に掲げる体制その他の当金庫グループにおける業務の適正を確保するため
の体制
・当金庫の子会社等の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定
款に適合することを確保するための体制
・当金庫の子会社等の取締役等の職務の執行に係る事項の当金庫への報告
に関する体制
・当金庫の子会社等の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・当金庫の子会社等の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保
するための体制

⑥当金庫の監事がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた場合における
当該職員に関する事項
⑦当金庫の監事の職務を補助すべき職員の理事からの独立性および当該職員に
対する監事の指示の実効性の確保に関する事項
⑧当金庫の理事および職員ならびに当金庫の子会社等の取締役等および使用人
またはこれらの者から報告を受けた者が当金庫の監事に報告するための体
制、その他の当金庫の監事への報告に関する体制

⑨前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受け
ないことを確保するための体制
⑩当金庫の監事の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続、そ
の他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関
する事項
⑪その他当金庫の監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制

上記「内部統制システム」に係る当期中の運用状況の概要は以下のとおりです。
①コンプライアンスの取り組み
　法令等遵守に係る問題を一元的に把握・管理し迅速に対応するため、「コン
プライアンス委員会」を当期中に２２回開催し、その遵守状況を確認しました。
②リスク管理の取り組み
　収益の安定性と資産の健全性を確保するため、｢ＡＬＭ委員会｣を当期中に
12回開催し、各種リスクを総合的に管理し適正に対応しました。
③主な会議の開催状況
　当期中に理事会を１５回開催、理事の職務執行の適法性を確保しました。
　また、監事会を７回開催、理事の職務執行状況、法令等の遵守状況を確認し
ました。
④当金庫グループの内部統制システム
　「コンプライアンス行動規範」を子会社にも適用し、法令等遵守体制の整備
を図るとともに、当金庫監事および監査部が子会社の内部統制を監査し、法令
等遵守状況、リスク管理体制等に不備がないことを確認しました。

　預金積金残高は、小口安定預金の吸収に努め、優遇金利を付与したスーパー定
期預金等の発売や流動性預金の増強に努めた結果、２兆５，５９２億円となりました。
　一方、貸出金残高は、課題解決型金融を積極的に実施し、１兆４，２２４億円となり
ました。
　収益面では、業務純益は４８億８９百万円、経常利益は４１億６７百万円、当期純利
益は３６億９百万円を計上しました。また、自己資本比率は１０．３０％となりました。

　令和５年度のわが国経済につきましては、ウクライナ情勢など地政学的リスクの
影響が継続している中、欧米の物価上昇や利上げの継続などを受け、日本において
も資源高等による消費者物価の上昇や金利上昇圧力など、不透明感が強い状況が
続くと見込まれます。
　一方で、コロナ禍からの社会経済活動の正常化が進み、感染症抑制と経済活動
の両立が進むもとで、個人消費やインバウンド消費の回復など、景気の持ち直しが
続くと期待されます。
　このような環境のもと、令和５年度の事業計画では、（１）人財育成のための投資
拡大を通じた職員のモチベーションおよび能力の向上、（２）持続的な課題解決支援
に向けた施策の推進、（３）ＳＤＧｓや脱炭素を踏まえた技術開発支援による持続的
な地域生産性向上への貢献、（４）トップライン収益の向上と業務効率化による生産
性向上施策の推進、（５）リスクガバナンス態勢の強化とコンプライアンスの実効性
向上、の５点を基本方針として取り組んでまいります。
　今年度は、新しい中期経営計画「Smart Shinkin Stock 2025」のスタート年
度であり、同計画の方針である「３つの資本（ストック）の蓄積（人的資本・地域資本・
自己資本）」を推進するため、「地域とともに、いまはじめよう」、「未来に向かって全速
前進」をキーワードとして計画に掲げた施策をスピーディーに実行して参ります。
　基本方針として、課題解決能力やＩＴリテラシー等の向上のため、リスキリングな
どによる自己成長支援の推進で人的資本の拡充を進めるとともに、お取引先のＤＸ
支援の強化や創業支援、外部機関との連携により、地域活性化に向けたサステナブ
ルな課題解決支援態勢を構築します。
　これらの取り組みとともに業務効率化の推進による生産性向上を図り、お客さま
とのコミュニケーション時間の最大化に努め、くわえて、ＳＤＧｓや脱炭素を踏まえた
地域貢献活動を実効性あるものとし、地域経済の持続的発展に貢献します。
　また、リスク管理面では、お客さまを守る取り組みをさらに強化し、マネー・ロー
ンダリングへの対応や危機管理態勢の実効性向上を図ります。
　中期経営計画に掲げた「地域密着による課題解決No.1」の信用金庫の実現に向
け、全役職員が一体となって業務に精励し、さらなる経営基盤の強化に取り組む所
存です。
　皆さまにおかれましては、一層のご愛顧ご支援を賜りますようお願い申し上げます。

■職員数（単位：人、%）

■出資金・会員数・口数・出資配当金

（注） 職員数にはアルバイト、パートおよび被出向の職員は含んでおりません。

（注）普通出資金  1口：50円

（注） 金額は単位未満を切り捨てて表示しています。

①経常収益

②経常利益

③当期純利益

④純資産額

⑤総資産額

⑥預金積金残高

⑦貸出金残高

⑧有価証券残高

⑨単体自己資本比率

28,796

3,753

3,221

98,115

2,925,482

2,623,879

1,434,920

434,001

9.59

令和２年度

27,064

4,167

3,609

91,567

2,888,658

2,559,233

1,422,402

432,765

10.30

令和４年度

28,407

4,281

3,521

94,747

2,997,575

2,625,403

1,434,923

448,519

9.82

令和３年度

28,874

3,863

3,016

94,623

2,604,518

2,478,708

1,282,963

414,243

8.59

令和元年度

31,944

5,514

4,467

95,719

2,619,470

2,491,245

1,298,045

398,645

8.79

平成30年度年度

平成30年度

14,318,405

152,875

286,348

286,368

4,362,500

8,387,500

80,775

26,000

普通出資額
（単位：千円）
普通出資会員数
（単位：人）
普通出資に対する配当金
（単位：千円）
普通出資総口数
（単位：千口）
優先出資額
（単位：千円）
その他の出資金
（単位：千円）
優先出資に対する配当金
（単位：千円）
優先出資総口数
（単位：千口）

（注）普通出資金  1口：50円

1,051
679
1,730

60.75
39.25
100.00

実　数 構成比
令和元年度

1,114
685
1,799

61.92
38.08
100.00

実　数 構成比
平成30年度性別

男性
女性
合計

主要な経営指標の推移 （単位：百万円、%）

907
663
1,570

57.77
42.23
100.00

実　数 構成比
令和４年度

950
681
1,631

58.25
41.75
100.00

実　数 構成比
令和３年度

1,001
683
1,684

59.44
40.56
100.00

実　数 構成比
令和２年度

令和２年度

13,945,236

147,071

278,872

278,904

4,362,500

8,387,500

74,025

26,000

令和４年度

13,867,025

141,166

274,520

277,340

2,350,000

10,400,000

37,800

14,500

令和３年度

13,886,729

144,209

275,599

277,734

2,350,000

10,400,000

37,800

14,500

令和元年度

14,133,846

149,566

282,644

282,676

4,362,500

8,387,500

74,025

26,000

令和4年度の事業の概況 主要な経営指標の推移

金融経済環境

事業方針 業　績

令和５年度の展望と当金庫の課題

内部統制システム


